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1．研 究の 背景

　 IT ガ バ ナ ン ス は ，比較 的新 しい 概 念 で ある．実

務家の 問で は近年多 くの 議論が行われ る よ うに な

っ たが，学術的 な研究 は少 な く，異な る立 場か ら

様 々 な視点で議論 が な され ，混 迷 して い る とさえ

い える．また，ガ バ ナ ン ス は，い わば米国発の概

念で あ り， 日本企業に適用可能 なの か どうか とい

う問題意識がある．

　IT ガバ ナ ン ス に は
，
3 つ の 視点が存在する と い

え よう．第 1 に ，組織 能力か ら の捉 え方 で あ る ．

例 えば
， 旧通商産業省 （1998＞ の 「企業が競争優

位性構築 を目的 に ，
IT 戦略 の 策定 ・実行 を コ ン

トロ ール し ， あるべ き方向へ 導 く組織能力」 と い

っ た定義で あ り， 日本の 実務家 の 議論 に多い ．第

2に，「決定権とア カウ ン タ ビ リ テ ィ の枠組を規定

する こ と に よ っ て
，
IT 活用に おける望 ましい 行動

を促進す る」 （Ross　and 　Weill
，
2002） とい っ た IT

に 関する 決定権限に注 目 し た捉 え方が ある ．こ れ

は ，米 国 の 学術的 な研 究者が 用 い る こ とが 多 い 視

点 で あ る （Sambamurthy　and 　Zmud ， 1999；

Ross　and 　Weill，2002 ；Weill　and 　Ross， 2004）．

第 3 に ，セ キ ュ リ テ ィ に着 目する 捉 え方で あ る．

シ ス テ ム 監査か ら の 議論が多い
1）
．例 えば

， 情報

処理 振興事業協会 （2001）は ，IT ガバ ナ ン ス を

「IT プ ロ セ ス に よ る リ タ ーン を最大化 ，
　 IT リス ク

を最小化す るため の 仕組み 」 と定義 して い る．い

わば
，
IT が 経営 に悪影響 を与 えな い よ うにす るた

め の 「守 りの ガバ ナ ン ス 」 で ある ．

　IT ガ バ ナ ン ス に関する学術的 な研 究 は，権限 関

係 に 注 目 した 研 究が 多 く （Sambamurthy　and

Zmud ，1999：Ross　and 　Weill，2002 ；WeilI　and

Ross，2004），組織能力 に 着 目した実証的な研究

は 少な い ．

　IT ガ バ ナ ン ス は，情報 シ ス テ ム とい う仕組み の

ため の仕組み
， 即 ち

， 厂コ ン テ ク ス トの た め の コ ン

テ ク ス ト」 と捉 える こ とが で きる ．本稿で は ，先

に 述 べ た 第 1 の組織能力と第 2 の 決定権限 の 2 つ

を統合 した ア プ ロ ーチ をと り，パ フ ォ
ー

マ ン ス と

の 関係 を調査票デ
ー

タを用 い て，実証的 に検討 し，

どうい っ た 「コ ン テ クス トの た め の コ ン テ ク ス ト」

（eontext 　for　eontext ）が パ フ ォ
ー

マ ン ス を規定す

る の か を考察 し た い ．
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2． コ ーポ レ ー ト ・ガバ ナ ン ス と ITガバ ナ

　　ン ス

　 IT ガバ ナ ン ス は， コ
ーポ レート・ガバ ナ ン ス と

の 関係か ら，述 べ ざる を得な い で あろ う．私 は ，

社外取締役な ど外部か らの 統制か ら語 られる こ と

が多い コ ーポ レー ト・ガバ ナ ン ス と ITガバ ナ ン ス

は
， 別 に考え る 必要が あ る と考えて い る．

　 IT ガバ ナ ン ス もコ ーポ レー ト ・ガバ ナ ン ス も究

極の 目標 は
， 企業価値 の 向上 に ある こ とか ら，IT

ガバ ナ ン ス は コ
ー

ポ レー ト ・ガバ ナ ン ス の
一

部 と

い う見方 もある．確か に，IT ガ バ ナ ン ス は
， 企業

の IT 利用が適切で あ るか を統治す る仕組み とい

う点で は，コ
ー

ポ レ
ー

ト ・ガバ ナ ン ス と共通 する．

　 しか し，IT ガ バ ナ ン ス の 対象で ある情報 シ ス テ

ム は， コ ーポ レ
ー

ト ・ガ バ ナ ン ス の ような経営行

動や 企業活動そ の もの で は な く，そ れ らを支 える

仕組み で ある．また，情報 シ ス テ ム の 多くの利用

者は
，

企 業内部 の 従業員で ある．さ ら に，情報 シ

ス テ ム に 関する技術革新の 速度は，極 め て 速 い 。

　以上 の ような特質か ら
，

企業内部の 情報シ ス テ

ム に つ い て ，企業外部か ら常に実効的 な統治 を行

うの は，非常に難 しい と私は考えて い る．もちろ

ん
，

シ ス テ ム 監査の 体制は 十分 とは い えな い し，

充実 して い か な くて は な らな い が，シ ス テ ム 監査

は
，

セ キ ュ リ テ ィ管理 面が 中心で あろ う．日本情

報処理開発協会 （2005）に よる と，日本企業の シ

ス テ ム 監査の 実施率 は
， 監査担当部門の 46 ％ に

留 まっ て お り，シ ス テ ム 監査 の テ
ー

マ は，「セ キ ュ

リテ ィ対 策」 の 監査が 84 ％ と圧倒的に 多い ．IT

ガ バ ナ ン ス は，第 3者 的な監査 が で きれ ば よ い ，

と い う性格の もの で はな い と考 える。

　IT ガ バ ナ ン ス は内部 モ ニ タ リ ン グ の 比 重が大 き

く，こ の 点で コ
ー

ポ レ
ー

ト ・ガ バ ナ ン ス とは異 な

る ．IT ガバ ナ ン ス と コ ーポ レート ・ガバ ナ ン ス と

の 関係 を記述するな ら，情報シ ス テ ム は，人的資

産，金融資産，物理的な資産な ど企業 の 重要な資

産の うち の
一

つ として 位置づ け られ る （Weill　and

Ross，2004）．情報 シ ス テ ム は
， 重要な資産 に も

かか わ らず，コ
ー

ポ レー ト ・ガ バ ナン ス で は強調

され る機会が 少な い か ら
，
IT ガ バ ナ ン ス とい う概

念で捉 え直す必要があ る と い うこ とであ る。

3．研 究の 方法

　 Peter　Weillらの
一

連 の 調査票を 許可 を得た 上

で
， 日本語 に翻訳 して調査票を作成 した．さ らに，

組織能力を含め ， 情報シ ス テ ム 開発 ，
マ ネジ メ ン

ト参加度， ト ッ プ マ ネジ メ ン トの権限，CIO の 権

限 IT ス タ ッ フ の権限，ユ
ーザーサポ ートの 4 つ の

機能と予算審議プ ロ セ ス
，

ア ウ ト ソ
ー

シ ン グ
，

リ

ス ク マ ネジ メ ン ト，の 計 9 つ の カ テ ゴ リ
ーの 設問

を作成 し
， 質問票を設計 し た ．

　平成 17年 1月から 2月にかけて ，東京証券取引

所第一部上 場企 業 の うち ， 無作 為 に抽出 され た

1，000社 の 本社情報 シ ス テ ム 部長あて に ，調査 票

を郵送 した．有効回答は 147で あ っ た．有効回答

率 は
， 14．7％ で ある ．なお ，

い わ ゆる情報 シ ス テ

ム 子 会社 に よる回答が 含 まれて い るが，回答は
，

本体親企 業を想定して 回答を依頼 した ．従業員数

の 平均値 は ，4，266名，中 央値 は，ユ，650名で あ

る．

　 ガ バ ナ ン ス の パ フ ォ
ー

マ ン ス （Govemance　Per−

formance；以 下 ，
　 GP と略 す ） は

，
　 Weill　and

Ross （2004＞を用 い て ，次 の よ うに算出 した．4

つ の 結果の 効果 とは ， 「コ ス ト削減」， 「企業成長

の ため の 効果的利用」，「資源の 効果的利用」，「ビ

ジ ネ ス の 柔軟性」で あ る．あ りうる GP の 最小 値

は 20 で あ り， 最大値は 100 となる．

GP 　＝ 　iΣn ＝1to　4 （結果の 重要度）× （結果の 効果）iXlOO

4．分析

Σn ； 1to　4 （5 × 結 果 の 重 要 度 ）

　表 1にある ように ，ガバ ナ ン ス の パ フ ォ
ー

マ ン

ス 指標で あ る GP の 平均値 は
，
72 で あ っ た．　 Weill

and 　Ross （2004）の 平均値 69（Weill　and 　Ross，

2004）を や や上 回る ．また
，

上 位 3 分の 1の GP

は，米国が 74 に対 して ，日本は 76 で あ る．日本

の GP は
，
　 Weill　and 　Ross （2004）の調査デ ータ よ

り若干高い 水準の 分布とな っ て い る．
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表 1 ガバ ナ ンス の パ フ ォ
ー

マ ン ス （GP ）

日本企業調査 Weill　and 　Ross（2004）
（n ＝137） （n ＝256＞

平均値 72 69
上 位 二 分位数 76 74

最高 100 100

最 低 40 20

　 次 に，CIO の 位置づ け で あるが，　 CIO （chiefin −

formation　o缶 cer ；最高情報責任者）は，代表取

締役 の 直属である こ とが望ましい とい う考え方が

一
般的で ある．今回の 調査デ ータで は

， CIO と

CEO の 階層 数に つ い て は
， 直接上 司 とす る 企業

が 63％ を 占め て お り，2 階層 が 27 ％ で あ る ．

CEO が 直接 レ ポ
ー

トす る形態が多 くな っ て お り，

調査企業 の CIO の 形式上 の 位 置 づ けは，高 い もの

とな っ て い る ．

　 しか し， 調査企業にお い て は ，CIO の 位置 づ け

と
， GP と の 関 係 は 見 ら れ な い （r ＝一．113，

p　
・＝ ．241

，
n ； 110＞．さらに，　 CIO が どの 程度 IT

の 業務 に専念 し て い るか と い う専念度 と GP との

関 係 も見 られ な い （r ＝ ．105
， p ＝ ．283

，
　 n ＝

106）．また，CIO が存在する 企 業の ガ バ ナ ン ス の

パ フ ォ
ーマ ン ス （μ ＝ 72．5 ， n ＝ lll）と CIO が存

在 しな い とみ な される企業の ガ バ ナ ン ス の パ フ t

一
マ ン ス （μ

＝70．6，n ＝ 26）の 差は僅 か で あ り ，

2 つ の グル
ー

プ問の 平均値 の 差が ある か を調べ る

た め に t検定を行 っ て も，有意な差は見 ら れ ない

（t 　・．812
， p ＝ ．418）．

　
一

方，GP との 関係で は
，
　 CIO が ユ ーザー

に信

頼 を得 られ て い る か ど うか と の 関 係が 最 も強 い

（r ＝．370，p 〈 ．001，　 n ＝ 108）．

　以上 の よ うに
， 米国流 を模倣 して ， 形式 的に

CEO （ChiefExecutive　Oe儀cer ；最高経営責任者〉

直属の CIO （Chief　lnfoumation　Oihcer）が い た

り，CIO が IT 関連業務 に専 念 して い る と い うだ

けで は，ガバ ナ ン ス の 成果はあが らず，CIO が 信

頼を得て い る こ とが重要で ある こ とが示唆され て

い る ．

　 5 つ の 決 定 領 域 に つ い て は ，Weill　and 　Ross

（2004）を踏襲 した．第 1に，政策 とは，IT の 役

割に つ い て の 方針の こ とで ある ，第 2 に，ア ー
キ

テ クチャ
ーとは，標準化 を含み，ビジネス ニ

ーズ

を満た すた め の 技術的選 択を統合す る こ とを指 し

て い る ．第 3 に，イ ン フ ラ戦 略 とは，企業全体の

共通の IT資産 ， 例 えば，ネ ッ トワ
ー

ク，共有デ

ータ
， 共通の ア プ リケ

ー
シ ョ ン に つ い て の 戦 略 の

こ とで ある ．第 4 に ， ア プ リケ
ー

シ ョ ン とは，ビ

ジ ネ ス 用ア プ リケーシ ョ ン の ニ ーズ をふ まえて t

必要なア プ リケーシ ョ ン を決定する事 を指して い

る ．第 5 に
， 投資は

，
IT ある い は IT ビ ジ ネス 構

想へ の投資の 領域 と額 の 決定を指して い る．

　 6 つ の 権限 パ タ
ー

ン は，次 の よ うに定義 して い

る．第 1 の ビ ジネ ス 専制 とは，企業の 最高責任者，

即 ち，CIO を除 く経営執行役員の み による決定で

ある．第 2 の IT 専制とは
，
　 IT 担当役員相 当の み

が主体 となる場合で あ る ．ただ し，
IT 担当役員相

当に は ，情報 シ ス テ ム 部長な どが CIO とみ なされ

て い る場合を含ん で い る，第 3 の 分権制 は
， 事業

部長，ビ ジ ネス プ ロ セ ス オー
ナ
ー

や エ ン ドユ ー
ザ

ー
代表に よる決定で あ る．第 4 の 連邦制 は ，CIO

を除 く経営執行役員 など経営最高責任者 と事業部

長 ・ビ ジネ ス プ ロ セ ス オーナ ー ・エ ン ドユ ー
ザ

ー

代表が と も に決定 に参加 して い る場合で ある．第

5 の IT ビジネス ニ 院制 と は ，　 IT と ビ ジネ ス 分野

の 2組織 による共同決定である．即ち，IT 担 当役

員相当 と企 業の 最高責任者か事業部長か ビ ジ ネス

プ ロ セ ス オ
ー

ナ
ー

か エ ン ドユ
ー

ザ
ー
代表の 2者 に

よる決定で ある．第 6の 無政府状態 とは，決定権

限が指定され なか っ た企業で ある．
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表 2 企業の ITガバ ナ ン スの タイプの 分布

ア
ーキ ア

ー
キ イ ン フ イ ン フ 政策 政 策 ア プ リ ア プ リ 投資 投資

テ ク チ テ ク チ ラ 情報 ラ 決定 情報 決定 ケ
ー

シ ケ
ー

シ 情報 決定

ヤ
ー情 ヤ

ー
投入 投 入 ヨ ン 情 ヨ ン 投入

権 限パ タ
ー

ン 報投 入 決定 報投入 決定

ビ ジ ネス 専制
4

（0）

6

（6）

3

（0）

0

（7）

2

（0）

0

（27＞

3

（1）

8

（12）

5

（1）
灘
覊

IT専制
9

（20＞

欝

鑞

16

（10）
飜

辮

10

（1＞
鱇
（18＞

10

（0）
纖
（8）

16

（0）

8

（9）

分 権 制
轣
（0）

10

（0）
鱇
（1）

8

（2）

鑼
（0）

懸
（3）

覊
（1）

蘓
（18＞

灘
（0）

3

（3）

17 5 18 2 16 14 13 10 11 灘
連邦制

鑼 （4） 黐灘 （6） 戀 韃 （14） 攤 鑼 灘 轢

IT ビ ジ ネ ス 8 12 9 6 18 12 18 17 覊 19

二 院 （34＞ （15） （30） （23） （15） 覊 （17） 纖 （6） 瀰 韆

無政府
轢
（0）

8

（1）

驪
（0）

18

（1）

16

（0）

14

（0）

17

（0）

9

（3）

9

（0）

1

（1）

8 4 8 4 8 4 8 4 8 4
無回答

（o） （1） （0） （2） （工） （2） （0） （2） （0） （0）

合計 100 100
「
loo 100 100 100 100 100 100 100

単 位 ：パ
ー

セ ン ト　括弧内 ： Weill　and 　Ross （2004）

網掛 け は ，回 答が 多い ガ バ ナ ン ス の タ イ プ

　決定の ため の情報投 入 に つ い て は ，日本企業調

査で は
，
5 つ の 決定領域 い ずれ にお い て も， 分権

制が最 も多い の が特徴で ある．一方，米国企業が

主対象で あ る Weill　and 　Ross （2004）は
， 5 つ の 決

定領域 い ず れ に お い て も，連邦制が 多 い ．分権制

と連邦制の 相違 は，役員 レベ ル の 最高経営責任者

が 情報投入 を して い る か どうか の 差で ある．日本

企 業の意思決定は，役員 レ ベ ル か ら情報投入 をす

る 企業が米 国企 業 と比べ て 少な い の で あ る．

　表 2に あ る よ うに，日本企業は，投資決定に つ

い て は，最高経営責任者 の みが 決定を行 うビ ジ ネ

ス 専制が 45％ と最 も多い の が特徴で ある ．
一

方 ，

米 国企 業が主 対象で あ る Weill　and 　Ross （2004）

で は
，

ビ ジネ ス 専制 （30 ％ ）と IT ビジ ネス ニ 院

制 （30％）と連邦制 （27％ ）の 3形態が拮抗 し

て い る ．

　次に
，

ビジ ネス 的な側面が 強 い IT政 策とビ ジ

ネス ア プ リ ケ ーシ ョ ン の 決定の 権限 パ タ
ー

ン に つ

い て は
，
IT 専制が最 も多 く，

次 い で 分権制が 多

い ．一
方 ， 技術的 な側面が 強い ア

ー
キ テ クチ ャ

ー

とイ ン フ ラ戦略の 決定権限に つ い て は，IT 専制が

多 い ．こ れ は
，
Wei ］1　and 　Ross （2004）の 調査 も

共通 した傾向とな っ て い る．

　意思決定領域ご と の組織 内の 意思決定権 を明確

にする こ とが，日本企業の 課題 と言え る ．意思決

定の 主体者が な い と い う無政府的な回答は
， 投資

決定 を除 い て
， 8％か ら 18 ％ 存在 した．日本企 業

の IT ガバ ナ ン ス は
，
　 IT 投資の 決定 に しか十分 に

及ん で い ない とい える か もしれ な い ，イ ン フ ラ の

決定 にお い て は ， 無政府状態が 18％ と IT 専制 に

つ い で 多 い ．

　また ， 情報投入する組織がない とい う無政府的

で あるとい う回答が ア
ーキテ クチ ャ

ー
や ITイ ン フ

ラにお い て 20パ ー
セ ン トを超えてお り多か っ た．
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誰の 意見に左右 されて い るかが情報シ ス テム部長

で さえ
， 捉え切れて い ない ケ

ー
ス が ある の か もし

れ ない ．

　表 3 の よ うに，多 くの 企業 が採 用 し て い る 決定

権限の パ タ
ー

ン が財務上 の 業績がよ い とは，限ら

な い ．IT 投資の 決定権限 の パ ターン ごとに ， 財務

上 の 業績 の 平均値 を取 ると，成長率 の 高 い 企業 で

は
， 分権的 な投資決定 を行 っ て い る企業の 中に，

成長率の高 い 企業が存在する．成長率の 高い 企業

の 中には，最高経営責任者や CIO の み による決定

で はな く，IT投資に関する意思決定 を各事業部門

や ビ ジ ネ ス プ ロ セ ス ユ ーザ ーに権限委譲 を して い

る企業が存在する と考え られる．

　さらに，表 4 の ように
，

ど うい っ た変数が パ フ

ォ
ー

マ ン ス を規 定す る か を 探 る た め
， GP を従属

変数，9 つ の IT ガバ ナ ン ス の カ テ ゴ リ
ー点数 を独

　　　 表 31T 投資決定権限パ タ
ー

ン別財務指標

権限 パ ターン 　　　 n 　　　ROA 　　ROE 　　成長率

　ビ ジネス 専制

　　IT専制

　　 分 権 制

　　 連 邦制

IT ビ ジ ネス
ー
二院

　　 無 政 府

499521171 1．34

，73
．51
，4

−0，3

一〇，59

．86

．8
−2．35

．4

4．78

，821

．9＊

3．67

．2

計 102 1．4 1．4 6．3

単位 ：パ ーセ ン トの 平均値　成長率 ：2004年度 売 上 高成長率
＊ Tukey統計量 に よる 多重比 較 に よ り有意水準 5 ％ で 有意

注 ：企 業名 は，自由回 答で あ っ た た め ，財務デ ータ を 参照 で き

　　た サ ン プ ル 数 は ，限 ら れ て い る．

表4GP （ガバ ナ ン ス の パ フ ォ
ーマ ン ス ）を従属変数 と した重 回 帰分析

独立変数 （IT ガバ ナ ン ス の

カテ ゴ リー
）

　 β

標準偏回

帰係数

μ

gF
均

SD 標　　Min 最

準 偏 差 　 　低

　 　 　 　 α
Max
　　　 信頼性，
最高
　　　 　係数

情 報 シ ス テ ム 開発管理

マ ネジ メ ン ト参加度

CIO の 権 限

予算審議の プロ セ ス

ア ウ トソ
ー

シ ン グ

ト ッ プ マ ネジ メ ン トの 役割
ス タ ッ フ の 役割

ユ
ー

ザ
ー

サポ
ー

ト

リ ス ク マ ネジ メ ン ト

，356 ＊ ＊ ＊

．242＊

（．075）
（、077）
（．136）
（．076＞
（一．033）

（．020）
（．oo9）

064
福

4

つ

」

3

4．203
．813

．743
、533
．493

．813
．13

−

1

ρ
OQO

717687

° 。

°。

695687

2．001

．00

2．001

，001
．ool
．oo1
．291

．83
ユ．00

308045

5．005DO5

．005
．005
．005

．005
．00

ρ
00

り

2488

．835

．848

．811
．891

，864

．818
．787

F ＝ 16．5＊ ＊ ＊
　R2　＝ ．254　自 由 度調整済 み R2 ＝．239

括弧内は ，投入時の 標準偏 回帰係数　信頼性係数 ：ク ロ ン バ ッ クの α 係数
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立変数 とする重回帰分析 を行 っ た。各カ テ ゴ リ
ー

変数 は
，
3 項 目か ら 6項 目 の 5段階の 尺度得点で

ある ．α 係数に よる信頼性分析 を行 い ，信頼性 を

低下 させ る 項 目を排 除 した．表 4 の ように ， 信頼

性係数は
，
0．7 を上回 り， 十分な信頼性が ある と

考え られ る．変数の 選択 は，ス テ ッ プ ワ イ ズ法 を

用 い た．9 つ の ITガバ ナン ス の カテ ゴ リ
ーの うち，

有意で あ っ た独立変数は ， 情報 シ ス テ ム 開発管理

（βr356 ，　p ＜．001）とマ ネジ メ ン ト参加度 （fi　＝＝

．242， p
＝．013）の 2 カテ ゴリ

ーで あっ た．表にあ

る よ うに ，残 りの 7 つ の カ テ ゴ リーは，有意な説

明力が み られな い ．

　情報 シ ス テ ム 開発管理 と GP との 関係 を詳細 に

見る と
， 「現在の IT 活用能力 と期待値 とが明確 に

された個人別の 育成計画 が十分に フ ォ ロ
ー

され て

い る」 （r ＝ ．448， p ＜ ．001），「利用部門が IT 案件

に十分 に参画 し て い る」 （r ＝．320， p ＜．001）と

い っ た よ うに ，組織管理 的 な項 目との 相関係数が

大 きい ．

　次に ，
マ ネジ メ ン ト参加度 と GP と の 関係を詳

細に見ると
， 情報シ ス テ ム サイ ドの CIO （r ＝ ．176，

prO51 ）の 参加 よ りも COO の 参加 （r ＝．296，

p ＝．001）， 事業 部 長 レ ベ ル の 参加 （r ＝ ．286，

p ＝．001），
CEO の 参加 （r ＝．285，　 p

＝．OO1） と

の 相関係数が 大 きい ．IT の 専 門家だけで な く多く

の 人が参加する こ とが 最 もパ フ ォ
ーマ ン ス を規定

す る こ とが示唆 され た の で あ る ．

5．考察

　日本企業の IT 投 資以外 の 意思決定領域 に お い

て，決定権限が不明確 な企業が 少な くなく，企業

間格差が 見 ら れ る ．IT 投資以外 の 意思決定領域

にお い て
， 意思決定権を明確 にする こ とが必要で

あろ う．し か し，権限 に 関する 仕組み だけを分析

して も，
パ フ ォ

ー
マ ン ス との 関係は明確で はなか

っ た，また
， 日本企業の ガ バ ナ ン ス の パ フ オ

ー
マ

ン ス は
， 米国企 業中心 の Weill　and 　Ross （2004）

よ りやや 高い 水準 とな っ て い る．

　Ross　and 　Weill（2002）は
，
　 IT ガバ ナ ン ス は，

管理者層だけで はな く，IT利用者すべ て に，効果

的な利用 を促進する もの で なければ な らな い と指

摘 して い る． しか し，こ うした全社 的な利用 とい

っ た側 面は ， 権 限の み の 研究で は
， 説明 し切れ な

い 部分が大 きい ．

　IT ガ バ ナ ン ス とい う 「コ ン テ ク ス トの た め の コ

ン テ ク ス ト」 は，公式の 階層や可視的で 形 式的な

様式ばか りで はな く，非公式 な側面や社会化の仕

組み に配慮する 必要がある．能力 ・信頼 ・協力関

係 の 構築が IT ガ バ ナ ン ス に重要 で ある （Peter−

son ，2000）．こ うした 傾 向 は
， 日本企 業にお い

て ，
一

層あて は ま る傾向な の か もしれな い ．日本

企業 の組織で は ， 決定権限 と組織論を統合した多

次 元 的 IT ガ バ ナ ン ス 研究 の 蓄積が 望 まれ る の で

ある．

　狭義の ガ バ ナ ン ス の 決定権限 に よ る ガバ ナ ン ス

には
， 負の側面 も存在する こ とを踏まえて ， 新分

野の創造的な ソ リ ュ
ーシ ョ ン 推進 の た め に は，実

験的な分野 に継続 的に投資する こ とな ど一定の 自

由裁量権 を IT 部門 に 与え る な どの 体制 を考える

こ とが必 要で あろ う．Ross　and 　Wei11 （2002）に

よる と，新分野の 創造的 な ソ リ ュ
ーシ ョ ン推進 の

た め に は
，

実験 的 な分野 に 継続的に 投 資す る こ と

が 重要で あ り，イ ノ ベ ー
シ ョ ン の ため に 必 要な実

験的な分野 へ の 投資額は 5 ％ 程度で ある とい う．

　 例 え ば ，米 国郵 政 公社 UPS （United　Postal

Services）の 配送 シ ス テ ム DIAD2 ）
は ，　 CIO 自ら

が参加 した実験 プ ロ ジ ェ ク トか ら生 まれた （Weill

and 　Ross，
2004）．こ れ は

， 自由裁 量研 究 の 効果

に関する議論 （吉川 ，1999） と共通 して い る．技

術開発の 例で あるが ，東 レ の 研究部署で は，研 究

テ ーマ の 形 に なる前 に 予備的 に 実験 ・調 査す る

「ア ン グ ラ研究」が 奨励され ， 独創的な基礎 ・探

索研 究 を進め て
，

大型テ
ー

マ 創 出に挑戦 して い る．

一方 ， 技術開発部署で は，開発 テ ーマ を事業化す

べ く， 目標 ，
ス ケ ジ ュ

ール
， 責任体制を明確 に し

て
， 開発の ス ピー

ドア ッ プに全力 を尽 くして い る

（東 レ
， 2005） とい う。

　 日本企 業で は，企業の 方針 に沿 っ た研究 とは別

の
，

い わ ゆ る ア ン グラ研究が比較的認め られ る傾

向にあ り， それが 「創造的技術 シーズ を生む重要

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Society for Information and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Sooiety 　for 　工nformation 　and 　Management

な源泉の ひ とつ 」で あ り，厂企業の 研究開発に 対

す る理解 ・姿勢 ・体質を反映する指標の ひ と つ 」

とな っ て い た （吉川 ，1998）．一方で ，企業活動

の 貴重 な時間 を投入す べ きで な い とす る意見があ

る．今まで の 情報シ ス テ ム 開発組織を見直 し
， 投

資対効果 をよ り重視す る傾 向が強 ま っ て お り，会

社 の 目指す 方向 との
一

致 を図 り，管理 を強め る 企

業が増 える傾 向に あ る と い え よう
3〕

．情報 シ ス テ

ム の 開発 にお い て も， 決定権限の 明確化に よる ガ

バ ナ ン ス の い わば 「負の 側面」を踏 まえた体制 を

考える こ とが必要だ と考えられ る．

　本研究 の 限界と して は標本の 大 きさが限 ら れ て

い る こ とが挙げられ る．また，日米比較 につ い て

は
， 等価性 の 問題 が 残され て い る．一

層精緻な調

査に基づ い た研究が望 まれ る．

注

1） シ ス テ ム 監 査 の ッ
ー

ル と して よ く知 られ て い る も

　　の と して ，COBIT （Control　Objeetives　fDr　lnfor−

　　mation 　and 　related 　Technology｝ と よば れ る 米国の

　　情報 シ ス テ ム コ ン トロ ール 協会 （ISACA ；Infor−

　　 ma 仁ion　Systems 　Audit　 and 　Control　Asseciation）
　　 が 提唱 す る ツ

ール が ある ．

2） 米国 郵政 公社 （UPS ）の DIAD ：Delivery　Infor−

　　matien 　Aequisition　Deviee は，ハ ン ドヘ ル ド端末

　　を使 っ て，デ ジ タ ル 携帯電 話 コ ネ ク シ ョ ン を通 じ

　　て ，電了
．
書名を含む配送デ ータ をUPS 本部 に転送

　　 で き る シ ス テ ム で あ る ．3 万 人以 Eの 運 転手 が
一

　　 日分 の 配 送 データを 集 計す る作業 を約 30 分短縮 し

　　た　（Weill　and 　Ross， 2004＞．米 国 郵 政 公 社

　　（UPS ） に よ れ ば，陸 ・海 ・空の あ らゆ る経 路 の 配

　　達状況 を顧客に提供で きて い る の は，UPS だけ で

　　あ る （日経 ビ ジ ネ ス ，2005a）．例 えば，小 口 貨物

　　の オ ン ラ イ ン 追跡 が で きる 割合 は UPS が 95 ％ に

　　対 し，競 合会社 の 米 フ ェ デ ッ ク ス は 60 ％程 度 に と

　　ど ま る 〔日経 ビ ジ ネ ス ，2005b）．

3） 研 究 開発 で は，全 体の 投資 の ユ0 ％ 程度 は 自由裁 量

　　〔ア ン グ ラ ｝研 究 を行 わ せ る べ き とい う指摘が ある

　　（資源環境技術総合 研 究 所，1995），吉川 （1998＞

　　は，口本企業の ア ン グラ研究実施企業は，研究費

　　割合 で ，1993年 の 10．6パ ーセ ン トか ら 1998年の

　　8，4 パ ー
セ ン トに 2割程度減少 し，研究時間割合は

　　ll．7パ
ー

セ ン トか ら 10．2 パ
ー

セ ン トに ユ割程度減

　　少 した と推計 して い る ．
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